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           令和 8 年度司法試験本試験 労働法再現答案 
第 1 問 
第 1 設問 1 について 
１ X3 は A 社への出向命令に従わなければならないか。 
（１）  そもそも、Y 社は X3 に A 社への出向を命じているところ、Y 社は X３に対して

出向命令を出すことができるか。 
ア   まず、労働者の利益保護の観点から、使⽤者が権利を譲渡するには原則として労働

者の承諾を得なければならない（⺠法 625 条 1 項）。 
 もっとも、常に労働者の承諾を得ないと出向を命じることができないというので
は、適正な⼈事配置の原則に反する。 
 そこで、就業規則や労働協約において、出向の対象企業や出向期間、出向中の労
働条件等の出向労働者の利益に配慮した詳細な規定が定められている場合には、労
働者からの個別の承諾なしに出向を命ずることができると解する。 

イ   本件について、Y 社就業規則や Y 社出向規程で出向期間や出向中の労働条件、復
職後の配属先に関する規定が設けられており、出向労働者の利益に配慮した詳細な
規定が定められているといえるから、Y 社は労働者からの個別の承諾なしに出向を命
ずることができる。 

（２）  もっとも、使⽤者が労働者に出向を命ずることができる場合においても、出向の
命令が、その権利を濫⽤したものと認められるものであってはならない（労契法 14
条）。そこで、Ｙ社のＸ３に対するＡ社への出向命令が権利の濫⽤に⾄っていないか
同条に照らして判断する。 
 本件について、Ｙ社にとってＡ社は主要取引先であり、Ａ社との間の取引関係を
継続していくことがＹ社にとって極めて重要であるため、これまで関係強化と技術
協⼒を通じた従業員の技術⼒の向上を⽬的として、Ａ社に対し、従業員を 1 名出向
させてきた。そして、Ｙ社は、最初にＸ１をＡ社に出向させることに決定し、これ
に基づきＸ１はＡ社での勤務を始めたものの、Ｘ１はＡ社への出向は不本意であっ
たため、勤務中に反抗的な態度をとることがあった。そのため、Ａ社はＹ社に対し、
出向者をＸ１から他の従業員に代えるよう要請があり、Ｙ社はＡ社との関係を悪化
させないよう、Ｘ１に代えて現在出向中の者の中で⼀番経験年数のあるＸ３が適任
であると判断して、Ｘ３をＡ社に出向させることに決定した。このようにＹ社にと
ってＡ社は主要な取引先であり、今後もＡ社との間で良好な関係性を維持すること
がＹ社の経営にとって重要であることから、勤務態度の悪いＸ1 に代えて他の労働
者に出向を命じる必要性があったということができる。また、Ａ社からの出向者の
交代要請に早急に応じなければならず、新たに出向者の選考を⾏う時間的余裕がな
い状況では、現在出向中の者の中で⼀番経験年数のあるＸ３を選ぶことも不合理で
あるとは⾔えないから、対象労働者の選定も合理的であったということができる。
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しかし、Ｘ３はＡ社への出向は総合技術監理部⾨技術⼠の資格試験の第⼆次試験の
受験に必要な実務経験とならないことから、Ａ社への出向期間の分だけ同部⾨の技
術⼠の資格取得が遅れることになってしまうため、Ａ社への出向には応じられない
と回答している。確かに、会社は従業員の個⼈的なスキルアップや資格取得の妨げ
となるようなことをするべきではなく、個⼈の資格取得を応援すべき⽴場にあると
も思える。もっとも、会社は会社の利益を上げることを第⼀次的には考えるべきで
あり、会社の利益を図ったがために、その限度で個⼈のスキルアップの機会が遅れ
たとしてもやむをえないということができる。Ｙ社にとってもＡ社との良好な関係
性を維持することがＹ社の利益につながることから、そのためにＸ３の資格取得が
遅れてもやむをえないということができる。また、出向期間も 3 年間であり、それ
ほど⻑いわけでもない。 
 したがって、Ｙ社のＸ３に対するＡ社への出向命令は権利の濫⽤であるというこ
とはできない。 

（３）  よって、Ｙ社のＸ３に対するＡ社への出向命令は有効であり、Ｘ３はこれに従わ
なければならない。 

第 2 設問 2 について 
１ Ｙ社によるＸ１の解雇は有効か。解雇が有効であるというためには、客観的に合理的な
理由が存在し、社会通念上の相当性が認められなければならない。 
（１）  まず、Ｙ社はＸ１がＣ社への出向命令に従わないことが就業規則所定の解雇事由

に該当するとして、Ｘ１を解雇しているところ、Ｙ社によるＸ１の解雇に客観的に
合理的な理由があるといえるか。前提として、Ｙ社のＸ１に対するＣ社への出向命
令が権利の濫⽤に⾄っておらず有効であるかを労契法 14 条に従って判断する。 
 本件では、Ｃ社もＹ社の主要な取引先であり、これまで従業員を 1 名出向させて
きていることから、Ｃ社との間の関係性を維持するためにも、出向を継続する必要
があるといえる。また、もともとはＸ1 をＡ社に、Ｘ３をＣ社に出向させることに
していたものの、Ｘ１のＡ社への勤務態度が原因でＡ社から出向者を代えるように
要請があったためにＸ１とＸ３の出向先を⼊れ替えたのであり、Ａ社の要請に応じ
なければならないことにも鑑みると、Ｘ１をＣ社に出向させることには対象労働者
の選定にも合理性があるということができる。しかし、Ｘ１は共働きで保育所に通
う⼦供を 2 ⼈抱えており、Ｃ社は⾃宅から通勤困難な場所にあり単⾝赴任になるこ
と及びそうすると配偶者に仕事の継続が困難になるほどの過⼤な負担がかかること
から、Ｃ社への出向には応じられないと主張している。使⽤者は労働者の仕事と⽣
活の調和にも配慮しなければならない（労契法 3 条 3 項）ものの、Ｙ社は単⾝赴任
となる出向者に対しては、出向⼿当 1 及び 2 を設け単⾝赴任の負担軽減を図ってい
る。さらに、元はと⾔えば、Ｘ１のＡ社での勤務態度が原因でＸ１はＣ社への出向
を命じられたのであり、Ｃ社への出向命令にはＸ1 に帰責性があること及び昨今で
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は単⾝赴任となることも珍しくないことにも鑑みると、Ｙ社のＸ1 に対するＣ社へ
の出向命令は権利の濫⽤であるということはできない。 
 そのため、Ｙ社のＸ1 に対するＣ社への出向命令は有効であり、Ｘ１は正当な理
由なくこれに従わないということができるから、Ｙ社就業規則 55 条 6 項の解雇事
由に該当し、解雇に客観的に合理的な理由があるということができる。 

（２）  また、Ｘ１はもともとＡ社への出向を命じられていたものの、資格試験の受験に
必要な実務経験にはならないという理由で勤務中に反発的な態度をとったためにＡ
社にかわってＣ社への出向を命じられたのであり、それにもかかわらずＣ社への出
向も家庭環境の個⼈的な理由で拒むというのはＸ１のわがままでＹ社の企業秩序を
殊更に乱し、Ｙ社の経営に多⼤な不利益を被らせるものであるということができる。
さらに、Ｙ社はＸ１に対し、Ｃ社への出向に応じるよう説得を繰り返したにもかか
わらず、Ｘ１はこれを拒否し続けたのであるから、Ｘ1 を解雇するのもやむを得ず、
Ｙ社は 30 ⽇分の解雇予告⼿当の⽀払いをしたうえで、Ｘ1 を解雇していることか
ら、解雇に社会通念上の相当性も認められる。 

（３）  したがって、Ｙ社によるＸ1 の解雇は有効である。  
第 2 問 
第 1 設問 1 について 
１ Ｘらが令和 8 年度夏季賞与の⽀払いを求めて裁判所に提訴した場合、請求は認められ
るか。まず、Ｙ社がＺ組合員らに令和 8 年度夏季賞与の⽀払いをしなかったことがＺ組合
員に対する不利益取扱い（労組法 7 条 1 号）にあたればそのような取扱いは私法上も無効
であると考えられるから、夏季賞与の⽀払い請求も認められることとなる。そこで、Ｙ社が
Ｚ組合員らに令和 8 年度夏季賞与の⽀払いをしなかったことがＺ組合員に対する不利益取
扱いに当たるか。 
（１）  まず、Ｙ社はＺ組合員らに対しては夏季賞与を⽀給していないものの、⾮組合員

である従業員に対しては、夏季賞与額を基礎額の 3.5 か⽉分とすることに承諾する
旨の同意書を個別にとりつけたうえ、賞与を⽀給している。そのため、Ｚ組合員ら
は「労働組合の組合員であること」で、「不利益な取扱い」を受けているということ
ができる（同号）。 

（２）  では、このような取扱いが労働組合の組合員である「故をもって」なされている
といえるか。 
 この点について、「故をもって」とは不当労働⾏為意思のことをいい、その内容は
反組合的意思で⾜りると解する。 
 本件では、Ｚ組合は、Ｙ社との間で、毎年の賞与の⽀給基準について団体交渉を
⾏い、交渉の妥結後に協定書を作成し、調印した後にＹ社が賞与を⽀給することが
慣例になっていた。そして、Ｚ組合は、Ｙ社に対し、令和 8 年度夏季賞与として基
礎額の 4.2 か⽉分+10 万円の⽀給を要求したところ、Ｙ社は本件会社回答において
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基礎額の 3.5 か⽉分が精いっぱいであると回答している。その後も、令和 8 年度夏
季賞与の⽀給基準についてＺ組合とＹ社の間で団体交渉が妥結されたことはなかっ
たものの、Ｚ組合は、令和 8 年 6 ⽉ 10 ⽇、Ｙ社に対し、「妥結通告について」と題
する書⾯をもって令和 8 年度夏季賞与については本件会社回答通りに承諾する旨の
意思を伝え、当該書⾯にはＺ組合の公印と執⾏委員⻑としてのＸの署名が付されて
いたことから、この書⾯をもって、Ｚ組合とＹ社の間で、慣例通りの団体交渉の妥
結と協定書の作成がなされたということができる。それにもかかわらず、Ｚ組合と
Ｙ社は本件労働時間問題を巡って対⽴状態にあり、団体交渉のたびに激しく意⾒を
交わしていたことから、Ｙ社は計画的残業制度についてご了解をいただくまで令和
8 年夏季賞与に関する交渉は⾏わない旨回答するなどして、断交拒否ともいえるよ
うな態様で夏季賞与に関する交渉に応じない態度を貫いている。そして、結果とし
て、Ｚ組合員らには賞与を⽀給せず、⾮組合員に対しては夏季賞与を⽀給している
ことから、Ｙ社は計画的残業制度を受け⼊れないＺ組合員らに同制度を受け⼊れさ
せることを⽬的として殊更に不利益に扱っているということができる。そのため、
Ｚ組合に対する反組合的意思も認められる。 

（３）  したがって、Ｙ社がＺ組合員らに令和 8 年度夏季賞与の⽀払いをしなかったこと
がＺ組合員に対する不利益取扱いに当たるから、Ｘらの上記請求は認められる。 

第 2 設問 2 について 
１ Ｚ組合は、Ｙ社がＺ組合に使⽤を許可している掲⽰板を 1 か⽉使⽤停⽌とすることを
決定し、同掲⽰板に貼付されている掲⽰物を直ちに撤去するよう求めたことが不利益取扱
い及び⽀配介⼊（同条 3 号）に当たるとして、同決定の撤回命令及びポストノーティスを求
め、再度同じことが⾏われた場合、Ｘに対し懲戒処分を⾏うこと及び掲⽰板の使⽤の許可を
取消すことも不利益取扱い及び⽀配介⼊にあたるため、これらの処分の差⽌命令を求める
ことが考えられる。 
（１）  まず、Ｙ社はＺ組合が会社の許可なくレターケースを使⽤したことを理由として

これらの決定をしているところ、Ｚ組合のこのような活動が「正当な⾏為」（同条 1
号）といえるか。 
 この点について、組合活動の正当性は、主体、⽬的、態様の観点から判断する。 
 本件について、Ｚ組合は労組法 5 条 1 項が定める救済申し⽴ての要件を満たして 
いる組合であるから、主体の正当性は認められる。 
 また、Ｚ組合は組合側の有利に本件労働時間問題を解決するために組合活動を⾏
っており、労働時間という義務的団交事項に該当する労働条件の改善を求めて⾏っ
ているものであるから、⽬的の正当性も認められる。 

     では、態様の正当性は認められるか。 
ア そもそも、使⽤者は職場環境を適正良好に保持し、施設を管理するという施設管理権を
有している。そこで、会社の許可なく会社の施設を利⽤する組合活動には原則として正当性
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が認められないと解する。 
 もっとも、その利⽤を許さないことが使⽤者の施設管理権の濫⽤であると認められる特
段の事情がある場合には、正当性が認められると解する。 
イ 本件では、Ｚ組合は組合ニュースを作成してレターケースを利⽤して従業員全員に配
布しているところ、Ｙ社は以前からＺ組合が組合員への連絡⽂書の配布などに利⽤するこ
とは黙認していた。それにもかかわらず、今回に限ってレターケースの利⽤を認めない合理
的理由はないといえる。また、Ｚ組合員らは、昼⾷休憩という勤務時間外にＡ４サイズのコ
ピー⽤紙 1 枚表裏に印刷された組合ニュースを投函しただけであり、⼤きさもそれほど⼤
きくなく、会社の施設に悪影響を及ぼすような態様で⾏われたわけではない。そうだとすれ
ばこのような利⽤を許さないことは、Ｙ社の施設管理権の濫⽤であると認められる特段の
事情があるといえ、組合活動の態様の正当性も認められる。 
 したがって、Ｙ社が、Ｚ組合が会社の許可なくレターケースを使⽤したことを理由として
上記の決定をしたことは「労働組合の正当な⾏為をしたこと」を理由として不利益に取り扱
うものであるということができる。 
（２）  また、掲⽰板を使⽤できなくなればＺ組合の組合活動に⽀障が⽣じ、Ｚ組合の執

⾏委員⻑であるⅩに懲戒処分がなされてもＺ組合の組合活動に⽀障が出ることから、
これらの決定は⽀配介⼊にも当たる。 

（３）  そして、Ｙ社はＺ組合の組合活動が不便となることを⽬的として上記決定をして
いると考えられるから、反組合的意思もあるということができる。 

（４）  したがって、Ｙ社の上記決定は不利益取扱い及び⽀配介⼊に当たることから、労
働委員会は、Ｙ社の決定の撤回命令及びポストノーティス、Ｙ社の処分の差⽌命令
をすることになると考えられる。 
                                   以上 
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